
１　問題用紙及び解答用紙は、係官の指示があるまで開けてはいけません。

２　これは、問題用紙です。解答は、解答用紙に書いてください。

３　問題用紙は表紙を含めて27ページ（26ページから27ページまでの白紙は計算用紙です。）、

解答用紙は表紙を含めて９ページです。

４　解答は、解答用紙の所定の問題番号の欄に、黒若しくは青のボールペン又は万年筆で丁寧に書いてください。

　　解答用紙の所定の問題番号の欄以外に書かれた解答や、鉛筆等で書かれた解答は無効となります。

５　問題用紙は、ページを切り離しても構いません。

６　答案の下書きは、計算用紙又は問題用紙の余白部分を利用してください。

７　問題用紙は、本科目終了後、持ち帰っても構いません。
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  令和７年不動産鑑定士試験論文式試験

不動産の鑑定評価に関する理論（演習問題）

満点 100点
時間 2時間（13時 30分～15時 30分）{ }

〔注意事項〕
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問題 （100 点） 
 

別紙１〔指示事項〕及び別紙２〔資料等〕に基づき、不動産の鑑定評価に関する次の設問に答えな

さい。 

 

問１ 建物及びその敷地の新規賃料を求める場合に関する次の問に答えなさい。 

(1) 不動産鑑定評価基準によれば、「建物及びその敷地の新規賃料固有の価格形成要因は、宅地

の新規賃料を求める場合の鑑定評価に準ずるものとする。」とされています。このことを踏ま

え、建物及びその敷地の新規賃料固有の価格形成要因について、不動産鑑定評価基準に記載さ

れているものを２つ列挙しなさい。 

(2) 積算法について、次の問に答えなさい。 

① 賃貸借の契約内容が、建物及びその敷地の基礎価格に及ぼす影響について簡潔に説明しな

さい。 

② 必要諸経費等として減価償却費を計上する場合と計上しない場合における、期待利回りの

差異について簡潔に説明しなさい。 

(3) 賃貸事例比較法について、次の問に答えなさい。 

① 賃貸事例比較法を適用することが有効な場合について、簡潔に説明しなさい。 

② 不動産鑑定評価基準運用上の留意事項には、賃貸事例を選択する場合における「契約内容

の類似性を判断する際の留意事項」が例示されています。当該例示から４項目を列挙しなさ

い。 

 

問２ 積算法について、次の問に答えなさい。 

(1) 問１(2)①で解答した内容を踏まえ、賃貸借の契約内容が対象不動産の基礎価格に及ぼす影

響を簡潔に記載した上で、対象不動産の基礎価格を求めなさい。 

(2) 積算法による積算賃料を試算しなさい。 

 

問３ 賃貸事例比較法について、次の問に答えなさい。 

(1)  賃貸事例を３つ選択し、選択した賃貸事例のそれぞれについて、月額実質賃料（賃貸面積１

㎡当たり単価）を求めなさい。 

(2)  選択しなかった賃貸事例のそれぞれについて、契約内容の類似性を判断する際に留意した事

項を記載した上で、選択しなかった理由を簡潔に説明しなさい。 

(3)  選択した賃貸事例により、賃貸事例比較法による比準賃料を試算しなさい。 

 

問４ 問２、問３で求めた試算賃料をもとに、対象不動産の鑑定評価額を決定しなさい。なお、鑑定

評価額の決定に当たっては、各試算賃料が有する説得力に係る判断について、簡潔に説明しなさ

い。その際、各試算賃料の再吟味についての説明は不要である。また、各試算賃料が有する説得

力に係る判断のうち、各手法の適用において採用した資料の特性及び限界からくる相対的信頼性

についての説明も不要である。 
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別紙１〔指示事項〕 
 

Ⅰ．共通事項 

１．鑑定評価の各手法の適用の過程において求める数値は、別に指示がある場合を除き、小数点以

下第１位を四捨五入し、整数で求めること。ただし、取引事例から比準した価格、賃貸事例から

比準した実質賃料、公示価格を規準とした価格、一棟の敷地の再調達原価（更地価格）、一棟の建

物の再調達原価（直接法・間接法により求めたものも含む）、付帯費用の再調達原価、一棟の建物

及びその敷地の積算価格、対象不動産の基礎価格、各手法を適用して試算した試算賃料並びに問

４における鑑定評価額については、上位４桁目を四捨五入した上で上位３桁を有効数字として取

り扱うこと。 

（例）1,234,567 円 → 1,230,000 円 

２．消費税及び地方消費税については、各手法の適用の過程においては考慮せず、各種計算に当た

っては、各資料の数値を前提とすること。 

３．建物の経過年数を算定する場合における端数（１年未満）のうち、１か月以上経過したものに

ついては、経過期間を１年に切り上げること。 

４．鑑定評価の各手法の適用の過程において求める数値について、解答に計算を要する場合は、別

に指示がある場合を除き、計算式等の計算根拠を示して解答すること。 

５．対象不動産及び取引事例、賃貸事例等とされている不動産については、土壌汚染、埋蔵文化財

及び地下埋設物に関して価格形成に影響を与えるものは何ら存しないことが判明していること

を前提とし、また、いずれも建物に関しては、有害物質の使用又は保管がないことが確認されて

いることを前提として鑑定評価を行うこと。 

６．取引事例、賃貸事例のうち取壊しを前提としない複合不動産の事例は、敷地が最有効使用の状

態にあることを前提として鑑定評価を行うこと。 

７．問２、問３、問４については、別紙２〔資料等〕「（資料 12）予定賃貸借契約書」により賃貸借

契約を締結することを前提とすること。 

８．一棟の建物及びその敷地に係る土地及び建物の数量については、別紙２〔資料等〕「Ⅱ．対象不

動産が存する「一棟の建物及びその敷地」」に記載された「建物登記簿〔全部事項証明書〕記載数

量」によること。また、対象不動産の数量については、別紙２〔資料等〕「（資料 12）予定賃貸借

契約書」に記載された【別表：賃貸借の目的物】の住戸部分の面積（壁芯面積）によること。 

９．賃貸借契約に係る預り金的性格を有する一時金の運用益と、賃料の前払的性格を有する一時金

の運用益及び償却額を求める場合には、別紙２〔資料等〕「（資料 11）各種利回り等」に記載の数

値を用いること。その際、賃料の前払的性格を有する一時金の運用益及び償却額については、賃

借人の居住期間を４年とし、当該居住期間で償却することを想定すること。 

10．鑑定評価の各手法を適用して求める試算賃料及び鑑定評価額については、賃料の算定の期間を

１月とすること。 
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Ⅱ．問２-(1)について 

１．基礎価格を求める手法 

対象不動産の基礎価格は、対象不動産が存する「一棟の建物及びその敷地」の積算価格を求め、

これに対象不動産の配分率を乗ずることにより求めること。 

２．「一棟の建物及びその敷地」に係る土地（以下「一棟の敷地」という。）の再調達原価 

一棟の敷地の再調達原価は、取引事例比較法を適用して求めた更地価格とし、以下の指示に従

って査定すること。 

(1)  取引事例は、別紙２〔資料等〕「（資料３）標準地・取引事例の概要」に記載されている中

から、適切と判断される事例を３つ選択すること。 

(2)  選択しなかった各取引事例については、選択しなかった理由をそれぞれ簡潔に説明すること。 

(3)  更地の取引事例を選択する場合は、取引事例に係る土地価格の単価を求める計算根拠を記

載すること。また、建物及びその敷地の取引事例を選択する場合は、取引事例に係る土地価

格の単価（更地としての価格）を査定した上で比準すること。その際、取引事例に係る土地

価格の単価（更地としての価格）を求める計算根拠を記載すること。 

(4)  取引事例から比準した価格を求める場合の計算式及び略号は、次のとおりとすること。 
 

取引事例の 

土地価格 

更地として 

の価格 

（単価） 

× 事 × 時 × 標 × 地 × 個 × 面 ＝ 
取引事例から 

比準した価格 

 
各項の略号の意味  

事：事情補正 地：地域要因の比較 

時：時点修正 個：一棟の敷地の個別的要因の格差修正 

標：取引事例の個別的要因の標準化補正 面：一棟の敷地の面積 

 

(5)  取引事例から比準した価格及び公示価格を規準とした価格を求める際に用いる数値は、別

紙２〔資料等〕「（資料２）近隣地域・類似地域の概要」及び「（資料３）標準地・取引事例の

概要」の記載事項から算出すること。 

(6)  時点修正に当たっては、別紙２〔資料等〕「（資料３）標準地・取引事例の概要」に記載の

価格時点の地価指数を用いること。 

(7)  一棟の敷地の個別的要因は、別紙２〔資料等〕「Ⅸ．個別分析１．一棟の建物の敷地の状況

(3)標準的画地と比較した増減価要因」の記載事項から算出すること。 

(8)  一棟の敷地の更地価格の査定に当たっては、公示価格（別紙２〔資料等〕「（資料３）標準

地・取引事例の概要」の標準地を選択すること）を規準とした価格との均衡に留意すること。

公示価格を規準とした価格を求める場合の計算式及び略号は、次のとおりとすること。 
 

公示価格 

（単価） 
× 時 × 標 × 地 × 個 × 面 ＝ 

公示価格を 

規準とした 

価格 
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各項の略号の意味  

時：時点修正 個：一棟の敷地の個別的要因の格差修正 

標：標準地の個別的要因の標準化補正 面：一棟の敷地の面積 

地：地域要因の比較  

 

(9) 一棟の敷地の個別的要因による格差修正率、取引事例の個別的要因の標準化補正率、標準

地の個別的要因の標準化補正率の査定において、２以上の要因がある場合には、相乗積をも

って査定すること。 

（例）取引事例 二方路地（＋2％）・不整形地（－5％） 

取引事例の個別的要因の標準化補正率 

＝（100％＋2％）×（100％－5％）≒ 97％（小数点以下第１位を四捨五入） 

３．「一棟の建物及びその敷地」に係る建物（以下「一棟の建物」という。）の再調達原価 

一棟の建物の再調達原価は、以下の指示に基づき、直接法及び間接法を併用して求めること。 

(1)  直接法については、別紙２〔資料等〕「（資料５）一棟の建物の建築工事費」に記載の「建

築工事費の総額」に時点修正率を乗じて求めること。その際、時点修正率は、後掲(3)の指示

により求め、一棟の建物の建築時点及び価格時点の建築費指数の計算過程を明らかにするこ

と。また、査定に用いる事情補正及び時点修正の略号は、間接法と同じとすること。 

(2)  間接法については、別紙２〔資料等〕「（資料７）建設事例の概要」に記載の建設事例（ⅰ）

から比準して求めること。その際、建設事例との要因比較に当たっては、別紙２〔資料等〕

「（資料７）建設事例の概要」に記載の数値を用いることとし、その計算式及び略号は、次の

とおりとすること。 
 

建設事例の 

建築工事費 

（単価） 

× 事 × 時 × 個 × 面 ＝ 

間接法 

により求めた 

再調達原価 

 
各項の略号の意味  

事：事情補正 個：一棟の建物の個別的要因の格差修正 

時：時点修正 面：一棟の建物の面積 

 

また、時点修正率は、後掲(3)の指示により求め、建設事例の建築時点及び価格時点の建

築費指数の計算過程を明らかにすること。 

(3)  直接法及び間接法における時点修正率を求めるに当たっては、以下の指示に従うこと。 

① 建築費指数の計算における経過期間（月数）の算定については、次の例のとおり、起算日

（即日）の属する月を含めず、期間の末日（当日）の属する月を含めて計算すること。 

（例）令和７（2025）年３月 31 日から令和７年（2025）年８月１日までの期間の月数は、 

５か月 

（例）令和７（2025）年４月１日から令和７年（2025）年８月１日までの期間の月数は、 

４か月 

② 建築費指数は、別紙２〔資料等〕「（資料６）建築費指数の推移」の記載事項により求め、

特定の時点における建築費指数は、次のとおり計算し、小数点以下第２位を四捨五入して、

小数点以下第１位まで求めること。 
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（例）令和７（2025）年１月１日の指数を 100、令和７（2025）年７月１日の指数を 102

と仮定した場合において、令和７（2025）年５月 31 日の指数を求める算出例。 
 

令和７（2025）年７月１日 

の指数（102） 
－１ × 

令和７（2025）年１月１日～ 

令和７（2025）年５月 31 日の 

月数（４） 
＋１ × 

令和７（2025）年 

１月１日の指数 

（100） 
令和７（2025）年１月１日 

の指数（100） 

令和７（2025）年１月１日～ 

令和７（2025）年７月１日の 

月数（６） 

≒ 求める時点の指数（101.3）（小数点以下第２位を四捨五入） 

 

４．「一棟の建物及びその敷地」に係る付帯費用（以下「付帯費用」という。）の再調達原価 

付帯費用の再調達原価は、一棟の建物に直接帰属する付帯費用（設計監理料等）及び一棟の敷

地との関係で発生し、土地建物一体として把握される付帯費用（資金調達費用や開発リスク相当

額等）として、一棟の敷地の再調達原価と一棟の建物の再調達原価の合計額の 15％を計上するこ

と。なお、一棟の敷地に直接帰属する付帯費用については、土地価格に比して些少であり、本件

では考慮しないものとする。 

５．「一棟の建物及びその敷地」の減価修正 

(1)  一棟の敷地の再調達原価については、減価はないものとすること。 

(2)  一棟の建物の減価修正額については、耐用年数に基づく方法（定額法、残価率０％）と観

察減価法を併用して求めること。 

(3)  一棟の建物の躯体部分、仕上げ部分、設備部分の構成割合は、別紙２〔資料等〕「（資料５）

一棟の建物の建築工事費」に記載の、新築時における建築工事費の内訳に基づき求めること。

その際、建築工事費の内訳に記載の「その他の工事費」を除いた上で、「躯体部分の工事費」、

「仕上げ部分の工事費」、「設備部分の工事費」の割合を算定し（端数処理は行わないこと）、

当該割合を価格時点における再調達原価の各構成部分の割合とすること。 

(4)  一棟の建物の経済的残存耐用年数は、躯体部分は 45 年、仕上げ部分は 25 年、設備部分は

10 年とすること。 

(5)  付帯費用については、一棟の建物が維持される期間において配分される費用であるものと

して、一棟の建物の躯体部分と同様の耐用年数に基づく方法により減価修正額を求めること。 

(6)  「一棟の敷地と一棟の建物」一体としての減価の要因についても言及して、「一棟の建物

及びその敷地」の減価修正額を求めること。 

６．対象不動産の配分率 

(1)  対象不動産の配分率は、一棟の建物の階層別の効用比により求められた配分率（以下「階

層別効用比率」という。）と、同一階層内の位置別の効用比により求められた配分率（以下

「位置別効用比率」という。）を乗じることにより求めること。その際、各専有部分の面積に

ついては、別紙２〔資料等〕「（資料８）一棟の建物に存する各住戸（専有部分）の配置状況」

に記載の壁芯面積を用いること。 

(2)  階層別の効用比は、別紙２〔資料等〕「（資料９）一棟の建物の階層別の効用比」によること。 

(3)  同一階層内の位置別の効用比は、別紙２〔資料等〕「（資料 10）分譲事例の概要」に記載の

分譲事例（α）の分譲単価比（壁芯面積当たり）と同等であるものとして査定すること。そ

の際、対象不動産と同じ６階の中間住戸を基準とし、開口部の方位の類似性を考慮して求め
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ること。また、位置別の効用比は、基準を 100 として、小数点以下第１位を四捨五入して整

数で求めること。 

(4)  階層別効用比率、位置別効用比率、対象不動産の配分率については、小数点以下第６位を

四捨五入して求めること。（例）0.1234567 → 0.12346 

 

Ⅲ．問２-(2)について 

１．期待利回りは、別紙２〔資料等〕「（資料 11）各種利回り等」から適切なものを選択すること。 

２．価格時点における必要諸経費等は、維持費、管理費、修繕費等、公租公課（土地）、公租公課

（建物）、損害保険料、貸倒れ準備費、空室等による損失相当額の合計額とし（減価償却費は計上

しない）、以下の指示に従って査定すること。 

(1)  維持費、管理費 

対象不動産の過去の実績額を考慮して、維持費と管理費の合計で 198,000 円（年額）とす

ること。 

(2)  修繕費等 

以下２つの金額の合計額とすること。 

・ 対象不動産の所有者が管理組合に支払うこととなっている修繕積立金（年額） 

・ 一棟の建物の再調達原価に対象不動産の配分率を乗じて得た額の 0.15％（年額） 

(3)  公租公課（土地） 

・ 対象不動産に係る土地の課税価格（評価額）を 7,200,000 円として課税標準額（固定資

産税は当該課税価格の 1/6、都市計画税は当該課税価格の 1/3）を求めて記載のうえ、

当該課税標準額に税率を乗じて税額（年額）を査定すること。 

・ その際、固定資産税の税率は 1.4％、都市計画税の税率は 0.3％とすること。また、課

税標準額の査定に当たっては、千円未満は切り捨て、税額の計算に当たっては、百円未

満を切り捨てること。 

(4)  公租公課（建物） 

・ 対象不動産に係る建物の課税価格（評価額）を 19,100,000 円として課税標準額（固定

資産税・都市計画税ともに、当該課税価格の 1/2 相当額）を求めて記載のうえ、当該課

税標準額に税率を乗じて税額（年額）を査定すること。 

・ その際、固定資産税の税率は 1.4％、都市計画税の税率は 0.3％とすること。また、課

税標準額の査定に当たっては、千円未満は切り捨て、税額の計算に当たっては、百円未

満を切り捨てること。 

(5)  損害保険料 

一棟の建物の再調達原価に対象不動産の配分率を乗じた額の 0.05％（年額）とすること。 

(6)  貸倒れ準備費 

敷金により担保されているものとして計上しないこと。 

(7)  空室等による損失相当額 

積算賃料（年額実質賃料）の４％（年額）とすること。 
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Ⅳ．問３-(1)について 

１．賃貸事例は、別紙２〔資料等〕「（資料４）賃貸事例の概要」に記載の賃貸事例の中から、適切

と判断される事例を３つ選択すること。 

２．月額実質賃料（単価）を求めるに当たっては、その計算根拠を記載すること。 

 

Ⅴ．問３-(3)について 

１．賃貸事例から比準した実質賃料を求める場合の計算式及び略号は、次のとおりとすること。 
 

賃貸事例の 

月額実質賃料 

（単価） 

× 事 × 時 × 標 × 建 × 地 × 階 × 個 × 面 ＝ 

賃貸事例から 

比準した 

実質賃料 

 
各項の略号の意味  

事：事情補正 地：地域要因の比較 

時：時点修正 階：階層及び位置による格差修正 

標：賃貸事例の標準化補正 個：対象不動産の個別的要因の格差修正 

建：建物品等格差修正 面：対象不動産の面積 

 

２．賃貸事例から比準した賃料を求める際に用いる数値は、別紙２〔資料等〕「（資料４）賃貸事例

の概要」の記載事項から算出すること。 

３．時点修正に当たっては、別紙２〔資料等〕「（資料４）賃貸事例の概要」に記載の価格時点の賃

料指数を用いること。 
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別紙２〔資料等〕 
 

Ⅰ．依頼内容 

本件は、「Ｘ駅」から南西方約 600ｍ（道路距離）に位置する高層共同住宅の一室である対象不動

産について、所有者であるＡＢＣレジデンス株式会社が、第三者に対象不動産を新たに賃貸するに

当たり、賃貸借の参考として、不動産鑑定士に月額支払賃料の鑑定評価を依頼したものである。 

 

Ⅱ．対象不動産が存する「一棟の建物及びその敷地」 

１．一棟の建物 

所 在 Ａ県Ｂ市Ｃ町１丁目１番地１ 

建 物 の 名 称 ＡＢＣマンション 

構 造 鉄筋コンクリート造陸屋根７階建 

建 築 年 月 日 令和３（2021）年６月１日 

床 面 積 建物登記簿〔全部事項証明書〕記載数量 

 １階    200.00 ㎡ 

２階    265.00 ㎡ 

３階    200.00 ㎡ 

４階    200.00 ㎡ 

５階    200.00 ㎡ 

６階    200.00 ㎡ 

７階    140.00 ㎡ 

合計  1,405.00 ㎡ 

２．敷地権の目的である土地 

所在及び地番 Ａ県Ｂ市Ｃ町１丁目１番１ 

地 目 宅地 

地 積 430.00 ㎡（建物登記簿〔全部事項証明書〕記載数量） 

 

Ⅲ．対象不動産 

【専有部分の建物の表示】 

家 屋 番 号 Ｃ町１丁目１番１の 604 

建 物 の 名 称 604 

種 類 居宅 

構 造 鉄筋コンクリート造１階建 

床 面 積 ６階部分 57.00 ㎡（建物登記簿〔全部事項証明書〕記載数量） 

壁芯数量 60.00 ㎡ 

敷地権の種類 所有権 

敷地権の割合 122,500 分の 6,000 

所 有 者 ＡＢＣレジデンス株式会社 

 



- 10 - 
 

Ⅳ．鑑定評価の基本的事項 

１．種別及び類型 

家賃 

２．鑑定評価の条件 

(1)  対象確定条件 

① 価格時点において、予定賃貸借契約書の契約内容に基づき、新規に賃貸借する場合の月

額支払賃料の鑑定評価 

② 一棟の建物及びその敷地の現況を所与とした鑑定評価 

③ 予定賃貸借契約書の内容に基づく通常の使用が直ちに可能な状態を所与とした鑑定評価 

(2)  地域要因又は個別的要因についての想定上の条件 

特にない 

(3)  調査範囲等条件 

特にない 

３．価格時点 

令和７（2025）年８月１日 

４．依頼目的 

賃貸借の参考 

５．鑑定評価によって求める賃料の種類 

正常賃料（新規賃料） 

 

Ⅴ．予定賃貸借契約内容の確認 

別紙２〔資料等〕「（資料 12）予定賃貸借契約書」のとおりである。 

 

Ⅵ．対象不動産が所在するＢ市の概況 

１．位置等 

(1)  位置及び面積 Ａ県のほぼ中央に位置し、県庁所在地であるＥ市に西側で隣接する。

面積は約 30 ㎢である。 

(2)  沿革等 行政・商業・業務などの都市機能が高度に集積するＥ市にアクセスし

やすく、Ａ県都心部のベッドタウンとして発展を遂げてきた。自然も

豊かで、近年においては、都市機能と自然が融合した住宅地域として

人気が高くなっている。 

２．人口等 

(1)  人口 現在約 25 万人であり、近年は微増傾向が続いている。 

(2)  世帯数 約 12 万世帯 

３．交通施設及び道路整備の状態 

(1)  鉄道 ＪＲ〇〇線が市のほぼ中央部を東西に横断している。 

(2)  バス 「Ｘ駅」を中心としてバス路線網が整備され、運行便数も多く、鉄道

を補完している。 
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(3)  道路 国道が東西方向に市内中央部を貫通し、市道が縦横に敷設されてい

る。 

４．供給処理施設の状態 

(1)  上水道 普及率 ほぼ 100％ 

(2)  下水道 普及率 ほぼ 100％ 

(3)  都市ガス 普及率 約 90％ 

５．土地利用の状況 

(1)  商業施設 Ｂ市の中心商業地は「Ｘ駅」の南側に所在する。当駅前には、大規模

小売店舗や高層店舗付事務所ビルが建ち並び、市内における中心商業

核が形成されている。近年では、当駅の地下化及び地上駅跡地上に新

たな複合商業施設を開発することが決定するなど、当駅周辺の商業集

積度は更に高まることが期待されている。 

(2)  住宅 「Ｘ駅」の徒歩圏（Ｘ駅からの道路距離 800ｍ程度まで）内においては、

中高層の賃貸マンションが建ち並んでおり、新たに建設中の賃貸マン

ションも散見される。また、市内におけるバス路線網が充実している

こと等から、バス通勤圏においても、自然と調和した旧来からの住宅

地域が散見され、戸建住宅や分譲マンションの開発も盛んである。 

 

Ⅶ．対象不動産に係る市場の特性 

１．同一需給圏の判定 

対象不動産と代替・競争関係が成立する類似不動産の存する同一需給圏は、対象不動産の最寄

り駅である「Ｘ駅」から徒歩圏に所在する住宅地域と判定した。 

２．同一需給圏内における市場参加者の属性及び行動 

同一需給圏内の売買市場における主な市場参加者は、収益用不動産については、賃貸運営事業

を行う不動産会社等が中心であり、売買に際し、主に収益性を重視する傾向にある。また、賃貸

借市場における主な市場参加者は、貸手としては賃貸運営事業を行う不動産会社等が、借手とし

ては都心部に通勤する個人のファミリー層が中心であり、賃貸借に際し、最寄り駅への接近性や

生活利便性を重視する傾向にある。 

３．同一需給圏内における市場動向 

(1)  取引市場の動向 

住宅地域としての人気の高まりを背景として、中高層共同住宅を建設可能なまとまった土地

や、建て替え可能な築古の共同住宅等については、マンションデベロッパーによる取得意欲が

旺盛である。また、物価上昇や低金利環境の継続等を背景として、分譲マンションの価格は高

騰し続けている。 

(2)  賃貸市場の動向 

分譲マンションの価格が高騰し続けていることから、近時においては、分譲マンションの購

入を断念するケースが増え始めており、賃貸マンションに対する需要が高まっているとともに、

家賃総額を抑えるために、１戸当たりの賃貸面積は微減傾向にある。 
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(3)  居住目的の賃貸借における契約慣行等 

・ 契約形態は、普通建物賃貸借契約であることが多い。 

・ 契約期間は、２年程度が多い。 

・ 一時金は、預り金的性格を有する敷金と、賃料の前払的性格を有する礼金のみを授受する

ことが多い。それらの金額は、敷金については月額支払賃料の１～３か月分程度、礼金に

ついては月額支払賃料の１か月分程度が中心である。なお、賃貸借契約の更新時に一時金

を授受する慣行はない。 

・ 階段や廊下等の共用部分の維持管理に必要な費用（共益費）は、その実費相当額程度を支

払賃料とは別途に約定されることが多い。 

・ 特約事項として、居住に当たり禁止される行為（重量の大きな物品の搬入、近隣への迷惑

行為等）を掲げることが多い。 

４．同一需給圏内における地価及び賃料の推移・動向 

(1)  地価 

近年は概ね上昇傾向で推移してきたが、住宅地域としての人気の高まりを背景として、令和

７(2025)年においても上昇傾向は継続しており、今後しばらくは同様に推移すると見込まれる。 

(2)  賃料（家賃） 

近年は概ね上昇傾向で推移してきたが、賃貸マンションに対する需要の高まりも相まって、

契約更新時において賃料を増額改定する事例も散見され、新規契約締結時及び契約更新時のい

ずれについても、今後しばらくは上昇傾向が継続すると見込まれる。 

 

Ⅷ．近隣地域の状況 

別紙２〔資料等〕「（資料２）近隣地域・類似地域の概要」のとおりである。 

 

Ⅸ．個別分析 

１．一棟の建物の敷地の状況 

(1)  近隣地域における位置 

近隣地域の北側に位置する。 

(2)  土地の状況 

① 街路条件 西側：幅員約８ｍの舗装市道（建築基準法第 42 条第１項第１号道路）

北側：幅員約４ｍの舗装市道（建築基準法第 42 条第１項第１号道路） 

② 交通・接近条件 近隣地域の標準的画地とほぼ同じである。 

③ 環境条件 近隣地域の標準的画地と同じである。 

④ 行政的条件 近隣地域の標準的画地と同じである。 

⑤ 画地条件 間口約 25ｍ・奥行約 17ｍ・規模 430.00 ㎡の整形な角地である。 

(3)  標準的画地と比較した増減価要因 

① 増価要因 角地（＋５％） 

② 減価要因 なし 

２．一棟の建物の状況 

(1)  建物概要 
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① 建築年月日 令和３（2021）年６月１日 

② 構造、用途 鉄筋コンクリート造陸屋根７階建、共同住宅 

③ 床面積 延べ 1,405.00 ㎡ 

④ 設計、用途 新耐震基準に適合した、総戸数 21 戸のコンパクトファミリータイプ

の高層共同住宅。主な共用施設は、１階のエントランスホール、管

理人室、ごみ置場、駐輪場等である。住戸部分の間取りは全て 2LDK、

専有面積（壁芯）は 55 ㎡又は 60 ㎡であり、近時のコンパクトファ

ミリータイプの賃貸マンションとしては標準的な設計である。 

⑤ 各住戸の位置等 別紙２〔資料等〕「（資料８）一棟の建物に存する各住戸（専有部分）

の配置状況」のとおりである。 

(2)  設備概要 

電気設備、給排水設備、衛生設備、空調換気設備、ガス設備、オートロック、エレベータ１

基等。 

(3)  仕上げ概要 

① 外壁 磁器タイル貼等 

② 屋上 アスファルト防水コンクリート押さえ 

③ 内壁 塗装（エントランスホール） 

(4)  使用資材の品等 

中位。 

(5)  施工の質及び量 

質及び量ともに共同住宅として標準的である。 

(6)  維持管理の状態 

維持管理の状態は良好で、経年相応の減価が認められる。 

(7)  一棟の建物とその環境との適合の状態 

周辺環境と適合している。 

(8)  その他（特記すべき事項） 

経年相応の劣化が認められるが、特に著しい物理的減価は認められず、機能的及び経済的減

価も認められない。 

３．一棟の建物及びその敷地の状況 

(1)  一棟の建物とその敷地との適応の状態 

一棟の建物は敷地と適応している。 

(2)  修繕計画・管理計画の良否とその実施の状態 

① 大規模修繕に係る修繕計画 あり 

② 管理規約 あり 

③ 管理委託先 株式会社〇〇建物管理 

④ 管理実施の状況 管理委託先により適切に実施されている 

４．対象不動産の状況 

(1)  建物概要 
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① 面積 60.00 ㎡（壁芯、予定賃貸借契約面積） 

② 階層、位置、開口部 ６階の南端部分（604 号室）、開口部は南側及び東側 

③ 間取り ２LDK（洋室２、LDK） 

④ 構造、用途 鉄筋コンクリート造１階建、居宅 

(2)  設備概要 

電気設備、給排水設備、衛生設備、空調換気設備、ガス設備、インターネット設備等 

(3)  仕上げ概要 

① 内壁 ビニールクロス貼等 

② 床 フローリング等 

③ 天井 ビニールクロス貼等 

(4)  使用資材の品等 

中位。 

(5)  施工の質及び量 

質及び量ともに居宅として標準的である。 

(6)  維持管理の状態 

維持管理の状態は良好である。 

(7)  管理費等の状態 

管理組合に支払う管理費は 12,000 円（月額）、修繕積立金は 10,000 円（月額）である。 

(8)  その他（特記すべき事項） 

経年相応の劣化が認められるが、特に著しい物理的減価は認められず、機能的及び経済的減

価も認められない。 

５．賃貸借契約内容 

予定賃貸借契約内容は、別紙２〔資料等〕「（資料 12）予定賃貸借契約書」のとおりである。居

住目的の賃貸借契約としては一般的な内容であり、対象不動産の使用収益を制約する特段の要因

は認められない。また、共益費には、実質的に賃料に相当する部分は含まれていない。 

６．対象不動産の市場分析 

(1)  対象不動産に係る典型的な需要者層 

典型的な需要者は、売買市場においては、賃貸事業の運営を行う不動産会社等が中心であり、

売買に際し、主に収益性を重視する傾向にある。また、賃貸借市場においては、都心部に通勤

する個人のファミリー層や社宅等としての利用を考える一般企業等が中心であり、賃借に際し、

最寄り駅への接近性や生活利便性を重視する傾向にある。 

(2)  代替・競争関係にある不動産との比較における優劣及び競争力の程度 

近隣地域は、市内における中心商業エリア「Ｘ駅」への接近性が良好で、生活利便性も高い。

また、一棟の建物の施工の質、設備仕様、共用施設の状況等は、近時におけるファミリー向け

共同住宅としては標準的で、維持管理状態も良好であり、敷地と適応し、周辺環境とも適合し

ている。かかる一棟の建物の中にあって、対象不動産は、上層階の南端に存する住戸である。

専有面積、間取り、室内仕上げは標準的で、維持管理状態も良好であること等も勘案すると、

対象不動産は、同一需給圏内における代替・競争関係にある不動産と比較し、相応の競争力を

有していると判断される。 
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７．最有効使用の判定 

(1)  一棟の建物の敷地の更地としての最有効使用 

同一需給圏内の市場動向、立地条件、敷地規模等の個別的要因を勘案し、高層共同住宅地と

判定した。 

(2)  一棟の建物及びその敷地の最有効使用 

一棟の建物は敷地と適応し、周辺環境とも適合していることから、現況利用を継続すること

と判定した。 

(3)  対象不動産の最有効使用 

上記(2)及び対象不動産の個別的要因を勘案し、現況利用を継続することと判定した。 
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（資料１）対象不動産、地価公示法による標準地、取引事例、賃貸事例等の位置図 

 

 

（注）この位置図は、対象不動産、地価公示法による標準地、取引事例等のおおよその位置及び接道

状況を示したものであり、実際の距離、規模等を正確に示したものではない。 
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（資料２）近隣地域・類似地域の概要 

地
域 

位置 

(距離は駅から

中心までの道

路距離) 

道路の 

状況 

周辺の土地の 

利用状況 

都市計画法等の規

制で主要なもの 

供給 

処理 

施設 

標準的 

画地の 

規模 

標準的 

使用 

地域要因に 

係る評点 

（注１） 

近
隣
地
域 

Ｘ駅の南西方 

約 600ｍ 

幅員８ｍ 

舗装市道 

高層共同住宅が

建ち並ぶ地域 

第一種住居地域 

建蔽率 60％ 

容積率 300％ 

準防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

450 ㎡ 
高層 

共同住宅地 
 

ａ
地
域 

Ｘ駅の南東方 

約 400ｍ 

幅員 10ｍ 

舗装市道 

高層共同住宅が

建ち並ぶ地域 

第一種住居地域 

建蔽率 60％ 

容積率 300％ 

準防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

500 ㎡ 
高層 

共同住宅地 
108 

ｂ
地
域 

Ｘ駅の南東方 

約 700ｍ 

幅員８ｍ 

舗装市道 

高層共同住宅が

建ち並ぶ地域 

第一種住居地域 

建蔽率 60％ 

容積率 300％ 

準防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

400 ㎡ 
高層 

共同住宅地 
92 

ｃ
地
域 

Ｘ駅の南東方 

約 400ｍ 

幅員８ｍ 

舗装市道 

高層共同住宅が

建ち並ぶ地域 

第一種住居地域 

建蔽率 60％ 

容積率 300％ 

準防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

400 ㎡ 
高層 

共同住宅地 
95 

ｄ
地
域 

Ｘ駅の南方 

約 200ｍ 

幅員 12ｍ 

舗装市道 

高層店舗付共同

住宅が建ち並ぶ

地域 

近隣商業地域 

建蔽率 60％ 

容積率 400％ 

準防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

750 ㎡ 

高層 

店舗付 

共同住宅地 

120 

ｅ
地
域 

Ｘ駅の南西方 

約 300ｍ 

幅員８ｍ 

舗装市道 

高層共同住宅が

建ち並ぶ地域 

第一種住居地域 

建蔽率 60％ 

容積率 300％ 

準防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

480 ㎡ 
高層 

共同住宅地 
85 

ｆ
地
域 

Ｘ駅の南西方 

約 500ｍ 

幅員８ｍ 

舗装市道 

高層共同住宅が

建ち並ぶ地域 

第一種住居地域 

建蔽率 60％ 

容積率 300％ 

準防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

450 ㎡ 
高層 

共同住宅地 
103 

（注１）「地域要因に係る評点」は、近隣地域の評点を 100 とし、近隣地域と比較してそれぞれの地域に評点を付したものである。 
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（資料３）標準地・取引事例の概要 

事例 

区分 

所
在
す
る
地
域 

類
型 

価格時点 

取引時点 

（価格時

点の地価

指数） 

（注１） 

公示価格 

取引価格 
数量等 

価格時点 

及び 

取引時点 

における 

敷地の利用

状況 

道路及び 

供給処理 

施設の 

状況 

駅から

の道路

距離 

個別的

要因 

（注２） 

備考 

標準地 

-１ 

ｆ
地
域 

更
地
と
し
て 

令和７ 

(2025). 

1.1 

（104.1） 

453,000 

円/㎡ 

土地 

面積 

450 ㎡ 

鉄筋コンク

リート造 

地上７階建 

共同住宅 

西側幅員 

８ｍ 

舗装市道 

上水道 

下水道 

都市ガス 

Ｘ駅 

南西方 

約 500ｍ 

標準的 

±０％ 

地価公示法第３条の規

定により選定された標

準地であり、利用の現

況は当該標準地の存す

る地域における標準的

使用と概ね一致する｡更

地としての価格が公示

されている｡ 

取引 

事例 

（イ） 

ａ
地
域 

更
地 

令和６ 

(2024). 

12.1 

（104.6） 

254,000,000 

円 

土地 

面積 

510 ㎡ 

未利用地 

南側幅員 

10ｍ 

舗装市道 

上水道 

下水道 

都市ガス 

Ｘ駅 

南東方 

約 400ｍ 

標準的 

±０％ 

第三者間の取引であ

り、取引に当たり特別

な事情はない。 

取引 

事例 

（ロ） 

ｅ
地
域 

更
地 

令和７ 

(2025). 

4.18 

（102.3） 

74,000,000 

円 

土地 

面積 

400 ㎡ 

未利用地 

東側幅員 

８ｍ 

舗装市道 

上水道 

下水道 

都市ガス 

Ｘ駅 

南西方 

約 300ｍ 

標準的 

±０％ 

一般企業が所有してい

た土地を、中間利益の

取得を目的として系列

会社に売却した取引で

あるが、詳細な事情に

ついては不明である。 

取引 

事例 

（ハ） 

ｃ
地
域 

自
用
の
建
物
及
び
そ
の
敷
地 

令和７ 

(2025). 

3.5 

（102.9） 

152,000,000 

円 

土地 

面積 

420 ㎡ 

 

建物 

延床 

面積 

1,250 ㎡ 

鉄骨造 

地上６階建 

共同住宅 

東側幅員 

８ｍ 

舗装市道 

上水道 

下水道 

都市ガス 

Ｘ駅 

南東方 

約 400ｍ 

不整形

地 

－２％ 

老朽化した建物が存す

る。取壊し費用等は地

域の標準的な水準であ

る建物延床面積当たり

24,000 円/㎡で、買主

負担であったことが判

明している。取引に当

たりその他の特別な事

情はない。 

取引 

事例 

（ニ） 

ｄ
地
域 

更
地 

令和７ 

(2025). 

5.1 

（101.7） 

498,000,000 

円 

土地 

面積 

800 ㎡ 

未利用地 

西側幅員 

12ｍ 

舗装市道 

上水道 

下水道 

都市ガス 

Ｘ駅 

南方 

約 200ｍ 

標準的 

±０％ 

第三者間の取引であ

り、取引に当たり特別

な事情はない。 

取引 

事例 

（ホ） 

ｂ
地
域 

更
地 

令和７ 

(2025). 

2.15 

（103.5） 

166,000,000 

円 

土地 

面積 

390 ㎡ 

未利用地 

東側幅員 

８ｍ 

西側幅員 

４ｍ 

舗装市道 

上水道 

下水道 

都市ガス 

Ｘ駅 

南東方 

約 700ｍ 

二方路

地 

＋２％ 

第三者間の取引であ

り、取引に当たり特別

な事情はない。 

（注１）「価格時点の地価指数」は、各取引事例に係る取引時点の土地価格単価を指数 100 とした場合の、本件価格時点の土地価格単価を

指数で示したものである。 

（注２）「個別的要因」は、標準地及び各取引事例の存する地域において標準的と認められる画地の価値を 100％とした場合の、標準地及

び各取引事例に係る画地の増減価要因の数値である。 
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（資料４）賃貸事例の概要 

１．賃貸事例の概要 

事例 

区分 

所
在
す
る
地
域 

種
類 

賃貸時点 

（価格時

点の賃料

指数） 

（注１） 

月額支払賃料 

一時金等 

（注２） 

事例の概要 
備考 

（注３） 

賃貸 

事例 

（あ） 

ｅ
地
域 

新
規
賃
料 

令和７ 

(2025). 

7.1 

（100.4） 

・月額支払賃料： 

158,000 円 

・月額共益費： 

8,000 円 

・敷金：３か月分 

・礼金：１か月分 

・鉄筋コンクリート造地上５階建の 

４階部分 

・令和元（2019）年８月竣工 

・用途：共同住宅 

・間取り：２LDK 

・開口部：東（中間住戸） 

・賃貸面積：80 ㎡（壁芯） 

契約形態は、期間２年（更新

可）の普通建物賃貸借契約で

ある。賃借人は一般個人で、

居住目的の賃貸借契約であ

る。賃貸借に当たり、特別な

事情はない。 

賃貸 

事例 

（い） 

近
隣
地
域 

新
規
賃
料 

令和７ 

(2025). 

6.10 

（100.8） 

・月額支払賃料： 

120,000 円 

・月額共益費： 

10,000 円 

・敷金：１か月分 

・礼金：０か月分 

・鉄筋コンクリート造地上６階建の 

５階部分 

・令和４（2022）年２月竣工 

・用途：共同住宅 

・間取り：２LDK 

・開口部：東（中間住戸） 

・賃貸面積：55 ㎡（壁芯） 

契約形態は、期間１年の定期

建物賃貸借契約である。賃借

人は一般個人で、居住目的の

賃貸借契約である。賃貸借に

当たり、特別な事情はない。 

賃貸 

事例 

（う） 

ｆ
地
域 

新
規
賃
料 

令和７ 

(2025). 

1.20 

（102.5） 

・月額支払賃料： 

135,000 円 

・月額共益費： 

12,000 円 

・敷金：３か月分 

・礼金：１か月分 

・鉄筋コンクリート造地上６階建の 

２階部分 

・令和３（2021）年９月竣工 

・用途：共同住宅 

・間取り：２LDK 

・開口部：東（中間住戸） 

・賃貸面積：60 ㎡（壁芯） 

契約形態は、期間２年（更新

可）の普通建物賃貸借契約で

ある。賃借人は一般企業で、

当該企業の一般社員家族が居

住するための賃貸借契約であ

る。賃貸借に当たり、特別な

事情はない。 

賃貸 

事例 

（え） 

ｃ
地
域 

新
規
賃
料 

令和７ 

(2025). 

3.1 

（102.1） 

・月額支払賃料： 

136,000 円 

・月額共益費： 

10,000 円 

・敷金：３か月分 

・礼金：１か月分 

・鉄筋コンクリート造地上７階建の 

４階部分 

・令和３（2021）年３月竣工 

・用途：共同住宅 

・間取り：２LDK 

・開口部：東（中間住戸） 

・賃貸面積：60 ㎡（壁芯） 

契約形態は、期間２年（更新

可）の普通建物賃貸借契約で

ある。賃借人は一般個人で、

居住目的の賃貸借契約であ

る。賃貸借に当たり、特別な

事情はない。 

賃貸 

事例 

（お） 

ｂ
地
域 

新
規
賃
料 

令和７ 

(2025). 

4.20 

（101.3） 

・月額支払賃料： 

125,000 円 

・月額共益費： 

9,000 円 

・敷金：２か月分 

・礼金：１か月分 

・鉄筋コンクリート造地上６階建の 

５階部分 

・令和５（2023）年９月竣工 

・用途：共同住宅 

・間取り：２LDK 

・開口部：東、北（角部屋） 

・賃貸面積：55 ㎡（壁芯） 

契約形態は、期間２年（更新

可）の普通建物賃貸借契約で

ある。賃借人は一般企業で、

当該企業の役員家族が居住す

るための賃貸借契約である。

賃貸借に当たり、特別な事情

はない。 

（注１）「価格時点の賃料指数」は、各賃貸事例に係る賃貸時点の賃料単価を指数 100 とした場合の、本件価格時点の賃料単価を指数で

示したものである。 

（注２）いずれの事例も、共益費には、実質的に賃料に相当する部分は含まれていないことが判明している。 

（注３）いずれの事例も、各事例に係る賃貸借契約書の内容に基づく通常の使用が直ちに可能な状態であったことが判明している。 
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２．賃貸事例の価格形成要因の比較 

事例等 
補正項目 

対象 
不動産 

賃貸 
事例 
（あ） 

賃貸 
事例 
（い） 

賃貸 
事例 
（う） 

賃貸 
事例 
（え） 

賃貸 
事例 

（お） 

一棟の建物に係る評点（建）（注１） 100 98 100 98 100 102 

地域要因に係る評点（地）（注２） 100 85 100 103 95 92 

階層及び位置による格差に係る評点（階）（注３） 107 100 100 98 100 103 

個別的要因に係る評点（個）又は（標）（注４） 100 100 100 100 100 100 

（注１）「一棟の建物に係る評点（建）」は、対象不動産が存する一棟の建物の評点を 100 とし、賃貸事例が存する一棟の建物と比較して

それぞれの評点を付したものである。 

（注２）「地域要因に係る評点（地）」は、近隣地域の評点を 100 とし、賃貸事例が存する地域と比較してそれぞれの評点を付したもので

ある（不動産取引における土地の地域要因に係る評点とは必ずしも一致しない）。 

（注３）「階層及び位置による格差に係る評点（階）」は、対象不動産及び賃貸事例の基準階における標準的な位置の住戸の評点を 100 と

し、階層及び位置を比較してそれぞれの評点を付したものである。なお、対象不動産及び賃貸事例とも基準階を３階としてい

る。 

（注４）「個別的要因に係る評点（個）又は（標）」は、対象不動産及び賃貸事例について、標準的な住戸を 100 として、階層・位置を除

く各住戸の個別的要因（間取り、室内仕様等）について比較した評点を示している。 

 

（資料５）一棟の建物の建築工事費 

対象不動産の存する一棟の建物は、令和３（2021）年６月１日に竣工し、新築時における建築工

事費の総額及び内訳は以下のとおりである（すべて税抜、工事請負契約書による）。当該工事費は、

竣工時点における標準的な工事費であり、その他特別な事情はない。 

１．建築工事費の総額：353,000,000 円 

２．建築工事費の内訳：以下のとおりである。 

躯体部分の工事費 120,000,000 円 

仕上げ部分の工事費 105,000,000 円 

設備部分の工事費 75,000,000 円 

その他の工事費 53,000,000 円 

 

（資料６）建築費指数の推移 

近隣地域及びｆ地域において、一棟の建物と類似する建物の建築費指数の推移は以下のとおりで

ある。なお、令和７（2025）年１月１日以降の動向は、令和６（2024）年７月１日から令和７（2025）

年１月１日の推移と同じ傾向を示している。 

令和３ 

(2021). 

1.1 

令和３ 

(2021). 

7.1 

令和４ 

(2022). 

1.1 

令和４ 

(2022). 

7.1 

令和５ 

(2023). 

1.1 

令和５ 

(2023). 

7.1 

令和６ 

(2024). 

1.1 

令和６ 

(2024). 

7.1 

令和７ 

(2025). 

1.1 

100 102 105 109 113 115 119 123 125 
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（資料７）建設事例の概要 

事例 

区分 

所
在
す
る
地
域 

建築 

時点 
建築工事費 数量等 

建物構造 

及び用途 

建物竣工時

点での経済

的残存耐用

年数 

施工の質・設備概要等 
評点 

(注１) 

建設 

事例 

（ⅰ） 

ｆ
地
域 

令和６ 

(2024). 

9.1 

446,000,000 円 

（321,000 円/㎡） 

建築面積 

260 ㎡ 

延床面積 

1,390 ㎡ 

鉄筋コンク

リート造 

地上７階建 

共同住宅 

躯体部分 

50 年 

仕上げ部分 

30 年 

設備部分 

15 年 

施工の質：標準的 

昇降機設備：有り 

平均専有面積：60 ㎡ 

（壁芯） 

105 

（注１）「評点」は、一棟の建物を 100 とした場合の比較評点（価格時点における建物の面積以外の個別的要因に係る評点）である。

なお、地域要因に係る格差は特段認められない。 

（注２）当事例は特別な事情が存在しない標準的な建築工事費である。 

 

（資料８）一棟の建物に存する各住戸（専有部分）の配置状況 

各住戸の配置状況は以下のとおりである。 

（上段：部屋番号（部屋タイプ）、中段：専有面積（壁芯面積）、下段：開口部の方位） 

７ 

階 
  

703 号室（Ｃタイプ） 

60.00 ㎡ 

東、北（角部屋） 

704 号室（Ｂタイプ） 

60.00 ㎡ 

東、南（角部屋） 

６ 

階 
 

602 号室（Ａタイプ） 

55.00 ㎡ 

東、北（角部屋） 

603 号室（Ｃ‘タイプ） 

60.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

604 号室（Ｂタイプ） 

60.00 ㎡ 

東、南（角部屋） 

５ 

階 
 

502 号室（Ａタイプ） 

55.00 ㎡ 

東、北（角部屋） 

503 号室（Ｃ‘タイプ） 

60.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

504 号室（Ｂタイプ） 

60.00 ㎡ 

東、南（角部屋） 

４ 

階 
 

402 号室（Ａタイプ） 

55.00 ㎡ 

東、北（角部屋） 

403 号室（Ｃ‘タイプ） 

60.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

404 号室（Ｂタイプ） 

60.00 ㎡ 

東、南（角部屋） 

３ 

階 
 

302 号室（Ａタイプ） 

55.00 ㎡ 

東、北（角部屋） 

303 号室（Ｃ‘タイプ） 

60.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

304 号室（Ｂタイプ） 

60.00 ㎡ 

東、南（角部屋） 

２ 

階 

201 号室（Ａタイプ） 

55.00 ㎡ 

東、北（角部屋） 

202 号室（Ａ’タイプ） 

55.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

203 号室（Ｃ‘タイプ） 

60.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

204 号室（Ｂタイプ） 

60.00 ㎡ 

東、南（角部屋） 

１ 

階 

管理人室 

エントランス等 

102 号室（Ａ’タイプ） 

55.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

103 号室（Ｃ‘タイプ） 

60.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

104 号室（Ｂタイプ） 

60.00 ㎡ 

東、南（角部屋） 

・ 対象不動産は 604 号室である。 

・ 住戸数は、７階２戸、２階４戸、その他の階は３戸/階、合計 21 戸である。 

・ 各階の住戸は、南北方向に、一列に配置されている（バルコニーは全住戸東側）。 

・ 間取りは、全住戸２LDK である。 
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（資料９）一棟の建物の階層別の効用比 

７階 105   

６階 102   

５階 100   

４階 100   

３階 100   

２階 98   

１階 95 （基準階：３階）  

 

（資料 10）分譲事例の概要 

分譲事例（α）は、ｃ地域内に存する鉄筋コンクリート造７階建の高層共同住宅で、令和７（2025）

年７月に竣工し、即日完売している。当分譲事例に係る土地と建物の規模、建物の仕上げや設備の

状況、各住戸の配置状況等は、対象不動産が存する一棟の建物及びその敷地と類似している。 

■分譲事例（α）の価格表 

・１段目：部屋番号（部屋タイプ）、２段目：専有面積（壁芯面積）、３段目：開口部の方位、 

４段目：分譲価格（税抜） 

７ 

階 

701 号室（ａ１タイプ） 

57.00 ㎡ 

東、北（角部屋） 

32,670,000 円 

702 号室（ａ２タイプ） 

60.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

33,440,000 円 

703 号室（ａ３タイプ） 

62.00 ㎡ 

東、南（角部屋） 

36,230,000 円 

６ 

階 

601 号室（ａ１タイプ） 

57.00 ㎡ 

東、北（角部屋） 

31,740,000 円 

602 号室（ａ２タイプ） 

60.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

32,480,000 円 

603 号室（ａ３タイプ） 

62.00 ㎡ 

東、南（角部屋） 

35,280,000 円 

５ 

階 

501 号室（ａ１タイプ） 

57.00 ㎡ 

東、北（角部屋） 

31,120,000 円 

502 号室（ａ２タイプ） 

60.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

31,800,000 円 

503 号室（ａ３タイプ） 

62.00 ㎡ 

東、南（角部屋） 

34,500,000 円 

４ 

階 

401 号室（ａ１タイプ） 

57.00 ㎡ 

東、北（角部屋） 

31,120,000 円 

402 号室（ａ２タイプ） 

60.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

31,800,000 円 

403 号室（ａ３タイプ） 

62.00 ㎡ 

東、南（角部屋） 

34,500,000 円 

３ 

階 

301 号室（ａ１タイプ） 

57.00 ㎡ 

東、北（角部屋） 

31,120,000 円 

302 号室（ａ２タイプ） 

60.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

31,800,000 円 

303 号室（ａ３タイプ） 

62.00 ㎡ 

東、南（角部屋） 

34,500,000 円 

２ 

階 

201 号室（ａ１タイプ） 

57.00 ㎡ 

東、北（角部屋） 

30,490,000 円 

202 号室（ａ２タイプ） 

60.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

31,120,000 円 

203 号室（ａ３タイプ） 

62.00 ㎡ 

東、南（角部屋） 

33,810,000 円 

１ 

階 

管理人室 

エントランス等 

102 号室（ａ２タイプ） 

60.00 ㎡ 

東（中間住戸） 

30,180,000 円 

103 号室（ａ３タイプ） 

62.00 ㎡ 

東、南（角部屋） 

32,780,000 円 

・ 住戸数は、１階２戸、その他の階は３戸/階、合計 20 戸である。 

・ 各階の住戸は、南北方向に、一列に配置されている（バルコニーは全住戸東側）。 

・ 間取りは、全住戸２LDK である。  
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（資料 11）各種利回り等 

１．賃貸借契約に係る一時金の運用利回り：年 1.0％ 

２．礼金の運用益及び償却額を求める際の年賦償還率 

期間 
運用利回り（年率） 

0.5％ 1.0％ 1.5％ 2.0％ 

１年 1.00500 1.01000 1.01500 1.02000 

２年 0.50375 0.50751 0.51128 0.51505 

３年 0.33667 0.34002 0.34338 0.34675 

４年 0.25313 0.25628 0.25944 0.26262 

５年 0.20301 0.20604 0.20909 0.21216 

３．積算法における期待利回り 

(1) 償却前の純収益に対応する期待利回り：年 3.8％ 

(2) 償却後の純収益に対応する期待利回り：年 3.3％ 

 

（資料 12）予定賃貸借契約書 

第１条（契約の締結） 

賃貸人ＡＢＣレジデンス株式会社（以下「甲」という。）及び借主〇〇〇（以下「乙」という。）

は、甲が所有する【別表：賃貸借の目的物】に記載する賃貸借の目的物（以下「本物件」という。）

について、以下の条項により賃貸借契約（以下「本契約」という。）を締結した。 

第２条（契約期間及び更新） 

１ 契約期間は、令和７（2025）年８月１日から満２年とする。 

２ 甲及び乙は、協議の上、本契約を更新することができる。 

第３条（使用目的） 

乙は、居住のみを目的として本物件を使用しなければならない。 

第４条（賃料） 

１ 本物件の賃料は、月額            円とする。乙は、当月分の賃料を当月末までに甲に支払

わなければならない。 

２ 甲及び乙は、次の各号の一に該当する場合には、協議の上、賃料を改定することができる。 

一 租税その他の負担の増減により賃料が不相当となった場合 

二 経済事情の変動により賃料が不相当となった場合 

三  近傍同種の賃料に比較して賃料が不相当となった場合 

第５条（共益費） 

乙は、階段、廊下等の共用部分の維持管理に必要な光熱費、上下水道使用料、清掃費等に充てる

ため、別途定める共益費を甲に支払うものとする。 

第６条（敷金） 

１ 乙は、本契約から生じる債務の担保として、第４条に規定する賃料の３か月分に相当する敷金

を甲に交付するものとする。 

２ 甲は、乙が本契約から生じる債務を履行しないときは、敷金をその債務の弁済に充てることが

できる。この場合において、乙は、本物件を明け渡すまでの間、敷金をもって当該債務の弁済
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に充てることを請求することができない。 

３ 甲は、本物件の明渡しがあったときは、遅滞なく、敷金の全額を乙に返還しなければならない。

ただし、本物件の明渡し時に、本契約から生じる乙の債務の不履行が存在する場合には、甲は、

当該債務の額を敷金から差し引いた額を返還するものとする。 

第７条（礼金） 

１ 乙は、本契約締結と同時に、第４条に規定する賃料の１か月分に相当する礼金を甲に差し入れ

るものとする。 

２ 前項の礼金は、返還しないものとする。 

第８条（禁止又は制限される行為） 

１ 乙は、甲の書面による承諾を得ることなく、本物件の全部又は一部につき、賃借権を譲渡し、

又は転貸してはならない。 

２ 乙は、甲の書面による承諾を得ることなく、本物件の増築、改築、移転、改造若しくは模様替

又は本物件の敷地内における工作物の設置を行ってはならない。 

第９条（契約期間中の修繕） 

１ 甲は、乙が本物件を使用するために必要な修繕を行わなければならない。この場合の修繕に要

する費用については、乙の責めに帰すべき事由により必要となったものは乙が負担し、その他

のものは甲が負担するものとする。 

２ 前項の規定に基づき甲が修繕を行う場合は、甲は、あらかじめ、その旨を乙に通知しなければ

ならない。この場合において、乙は、正当な理由がある場合を除き、当該修繕の実施を拒否す

ることができない。 

第10条（契約の解除） 

甲は、乙が次に掲げる義務に違反した場合において、甲が相当の期間を定めて当該義務の履行

を催告したにもかかわらず、その期間内に当該義務が履行されないときは、本契約を解除するこ

とができる。 

一 第４条第１項に規定する賃料支払義務 

二 前条第１項後段に規定する乙の費用負担義務 

三 第３条に規定する本物件の使用目的遵守義務 

四 その他本契約書に規定する乙の義務 

第11条（乙からの解約） 

１ 乙は、甲に対して少なくとも 30 日前に解約の申入れを行うことにより、本契約を解約するこ

とができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、解約申入れの日から 30 日分の賃料（本契約の解約後の賃料

相当額を含む。）を甲に支払うことにより、解約申入れの日から起算して 30 日を経過する日ま

での間、随時に本契約を解約することができる。 

第12条（明渡し） 

１ 乙は、本契約が終了する日までに（第１０条の規定に基づき本契約が解除された場合にあって

は、直ちに）、本物件を明け渡さなければならない。 

２ 乙は、前項の明渡しをするときには、明渡し日を事前に甲に通知しなければならない。 

第13条（明渡し時の原状回復） 
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乙は、通常の使用に伴い生じた本物件の損耗及び本物件の経年変化を除き、本物件を原状回復

しなければならない。ただし、乙の責めに帰することができない事由により生じたものについて

は、原状回復を要しない。 

第14条（協議） 

甲及び乙は、本契約書に定めがない事項及び本契約書の条項の解釈について疑義が生じた場合

は、民法その他の法令及び慣行に従い、誠意をもって協議し、解決するものとする。 

第15条（特約条項） 

乙は、本物件の使用に当たり、次に掲げる行為を行ってはならない。 

一 大型の金庫その他の重量の大きな物品等を搬入し、又は備え付けること。 

二 大音量でテレビ、ステレオ等の操作、ピアノ等の演奏を行うこと。 

三 猛獣、毒蛇等の明らかに近隣に迷惑をかける動物を飼育すること。 

四 本物件に反社会的勢力を居住させ、又は反復継続して反社会的勢力を出入りさせること。 

【別表：賃貸借の目的物】 

■建物の名称等 

名称 ＡＢＣマンション 

所在地 Ａ県Ｂ市Ｃ町１丁目１番１ 

種類、構造 共同住宅（マンション）、鉄筋コンクリート造７階建 

■住戸部分 

所在階、住戸番号 ６階、604 号室 

間取り、面積 ２LDK、60.00 ㎡（壁芯面積） 

設備等 トイレ（専用水洗）、浴室（専用・トイレと独立）、洗面台（浴室と独立）、

洗濯機置場、給湯設備、空調換気設備、ガスコンロ、地デジ対応・CATV

対応、インターネット対応、都市ガス、上水道（配水管直結）、下水道（公

共下水道）、オートロック、メールボックス 

■附属施設 

本物件には、住戸部分以外の附属施設（駐車場、自転車置場等）は含まれない 
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